
平成28年12月８日 

一般社団法人 投資信託協会 

会 長    白川 真 殿 

スパークス・アセット・マネジメント株式会社 

代表取締役社長 阿部 修平 

 

正会員の財務状況等に関する届出書 

 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規則

第10条第１項第17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

１．委託会社等の概況 

(1)資本金の額（平成28年９月末日現在） 

資本金         25億円 

発行可能株式総数   50,000株 

発行済株式総数    50,000株 

最近５年間における資本金の額の増減 

  該当事項はありません。 
 

(2)委託会社の機構（平成28年９月末日現在） 

① 経営体制 

当社の意思決定機関としてある取締役会は10名以内の取締役で構成されます。取締役の

選任は株主総会において、発行済株式総数の３分の１以上にあたる株式を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもってこれを行い、累積投票によらないものとします。 

取締役の任期は、就任後１年以内の最終の決算期に関する定時株主総会の終結のときま

でとし、補欠または増員により選任された取締役の任期は、他の取締役の任期の満了すべ

き時までとします。 

取締役会は、その決議をもって、取締役の中から取締役社長１名を選定し、また必要に

応じて取締役会長１名、取締役副社長、専務取締役、常務取締役各若干名を選任すること

ができます。 

取締役会の決議をもって代表取締役を決定します。 

代表取締役は、会社を代表し、取締役会の決議に従い、業務を執行します。 

取締役会は、法令または定款に定めてある事項の他、当社の経営上重要な事項を決定し

ます。 

② 運用体制 

１）当ファンドでは、運用調査本部が運用・調査を担当します。下記の意思決定プロセス

に基づき、運用を行います。 
２）意思決定プロセス 

a.ファンド・マネージャーは、チーフ・インベストメント・オフィサー（以下、「ＣＩ



Ｏ」といいます。）の指揮・監督の下、チーム全体での調査活動等の成果を踏まえ、

投資環境の分析、期待リターンとリスクの予測や当ファンドに対する設定や解約の動

向分析などを実施し、当ファンドの約款等の定めを遵守して「運用計画書」を作成し、

「投資政策委員会」での審議を求めます。 
b.ＣＩＯは投資政策委員会を主催し、各ファンド・マネージャーから提出された運用計

画書をリスク管理部門、リーガル・コンプライアンス部門等の責任者と共に審議しま

す。ファンド・マネージャーは、承認された運用計画書に基づき日々の具体的な投資

活動を行います。投資政策委員会は原則として月２回開催される他、必要に応じ臨時

に開催されます。 
c.上記の意思決定プロセスは、当社取締役会が定めた「投資信託に係る運用管理規程」

及び「投資政策委員会規程」に基づきます。投資政策委員会の運営状況は「コンプラ

イアンス委員会」においても確認の上、取締役会に報告され、適正な業務運営の確保

に努めております。 

 

２．事業の内容及び営業の概況 

投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社として、証券投資信託の設定を

行うとともに、金融商品取引法に定める金融商品取引業者として当該証券投資信託および投資一

任契約に基づき委託された資産の運用（投資運用業）を行っています。また金融商品取引法に定

める以下の業務を行っています。 

・投資助言・代理業 

・有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱いに関する第一種金融商品取引業 

・有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱い、および証券投資信託の募集ま

たは私募に関する第二種金融商品取引業 

委託会社の運用する投資信託は平成28年９月30日現在次の通りです。 

（ただし、親投資信託を除きます。） 

種類 本数 純資産総額（百万円） 

追加型株式投資信託 32 166,663

単位型株式投資信託 ４ 2,704

合計 36 169,367

 

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第346号 

加入協会 ／ 日本証券業協会 一般社団法人投資信託協会 

      一般社団法人日本投資顧問業協会 

      一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

 

 



３ 【委託会社等の経理状況】 

 

１．財務諸表の作成方法について 

委託会社であるスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下「委託会社」という）の財務諸表は、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）並びに同規則第２条の規

定により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。 

 

２．中間財務諸表の作成方法について 

委託会社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省

令第38号）並びに同規則第38条及び第57条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19

年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。 

 

３．財務諸表及び中間財務諸表の記載金額 

  財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

４．監査証明について 

委託会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第10期事業年度（平成27年４月１日から平

成28年３月31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。 

また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第11期事業年度の中間会計期間（平成28年４月１

日から平成28年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けてお

ります。 

 



 

独立監査人の監査報告書 

平成２８年６月２９日 

スパークス・アセット・マネジメント株式会社 

 取 締 役 会  御 中 

 

業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員

 公認会計士  森 重  俊 寛
 

業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員

 公認会計士  伊 藤  雅 人 

 
 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「委託会社等の経理状況」に掲げられているスパークス・アセット・マネジメント株式会社の
平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第１０期事業年度の財務諸表、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について
監査を行った。 
 
財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務
諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施す
ることを求めている。 
 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示の
リスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行
われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成２８年３月３１日現在
の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。 

以  上 
 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま
す。 



 

 

(1) 【貸借対照表】 

  (単位：百万円)

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 

当事業年度 

(平成28年３月31日) 

（資産の部）  

 流動資産  

  現金・預金 4,478  5,414

  預託金 500  500

  未収委託者報酬 298  393

  未収投資顧問料 534  775

  前払費用 31  66

  未収収益 31  27

  未収入金 4  6

  繰延税金資産 128  258

  その他 2  -

  流動資産合計 6,009  7,442

 固定資産  

  有形固定資産  

   建物 ※２ 61 ※２ 1

   工具、器具及び備品 ※２ 39 ※２ 14

   有形固定資産合計 100  16

  無形固定資産  

   ソフトウェア 5  4

   無形固定資産合計 5  4

  投資その他の資産  

   差入保証金 27  153

   長期前払費用 3  2

   投資その他の資産合計 31  156

  固定資産合計 137  176

 資産合計 6,147  7,619

（負債の部）  

 流動負債  

  預り金 73  147

  未払手数料 53  76

  その他未払金 ※３ 1,020 ※３ 1,692

  未払法人税等 148  234

  未払消費税等 13  104

  前受金 271  -

  資産除去債務 -  37

  流動負債合計 1,581  2,292

 固定負債  

  資産除去債務 37  -

  繰延税金負債 9  -

  固定負債合計 46  -

  特別法上の準備金  

  金融商品取引責任準備金 ※１ 0 ※１ 0

  特別法上の準備金合計 0  0

 負債合計 1,627  2,292



 

 

 (単位：百万円)

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 

当事業年度 

(平成28年３月31日) 

（純資産の部）  

 株主資本  

  資本金 2,500  2,500

  資本剰余金  

   資本準備金 27  27

   その他資本剰余金 19  19

   資本剰余金合計 47  47

  利益剰余金  

   利益準備金 120  240

   その他利益剰余金  

    繰越利益剰余金 1,853  2,539

   利益剰余金合計 1,973  2,779

  株主資本合計 4,520  5,326

 純資産合計 4,520  5,326

負債純資産合計 6,147  7,619

 



 

(2) 【損益計算書】 

  (単位：百万円)

 
前事業年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

営業収益  

 委託者報酬 1,405  2,779

 投資顧問料収入 2,497  3,110

 受入手数料 423  364

 その他営業収益 4  4

 営業収益計 4,330  6,257

営業費用  

 支払手数料 227  664

 広告宣伝費 64  154

 調査費 152  149

 委託計算費 17  19

 営業雑経費  

  通信費 13  14

  印刷費 5  13

  協会費 8  9

  諸会費 1  2

  その他 2  2

 営業費用計 493  1,029

一般管理費  

 給料 947  1,228

  役員報酬 55  48

  給料・手当 607  643

  賞与 283  537

 旅費交通費 78  107

 事務委託費 ※１ 267 ※１ 336

 業務委託費 250  283

 不動産賃借料 69  98

 租税公課 23  43

 固定資産減価償却費 33  87

 交際費 12  17

 諸経費 63  72

 一般管理費計 1,747  2,275

営業利益 2,088  2,952

営業外収益  

 受取利息 1  1

 受取賃貸料 5  15

 為替差益 114  -

 雑収入 1  0

 営業外収益計 122  18

営業外費用  

 為替差損 -  19

 雑損失 0  1

 営業外費用計 0  21

経常利益 2,211  2,949

特別損失  

 金融商品取引責任準備金繰入額 0  0

 特別損失計 0  0



 

 

 (単位：百万円)

 
前事業年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

税引前当期純利益 2,211  2,949

法人税、住民税及び事業税 856  1,081

法人税等調整額 △130  △138

法人税等合計 726  943

当期純利益 1,484  2,006

 

 



 

(3) 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)                                

（単位：百万円） 

 株主資本 純資産

合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資 

本合計 
資本準 

備金 

その他

資本剰

余金 

資本剰 

余金合 

計 

利益準 

備金 

その他 

利益 

剰余金 

利益剰 

余金合 

計 

繰越利 

益剰余 

金 

当期首残高 2,500 27 19 47 － 1,688 1,688 4,235 4,235

当期変動額         

剰余金の配当   △1,200 △1,200 △1,200 △1,200

配当に伴う利益準備

金積立額 
  120 △120 － － －

当期純利益   1,484 1,484 1,484 1,484

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純

額） 

    

当期変動額合計 － － － － 120 164 284 284 284

当期末残高 2,500 27 19 47 120 1,853 1,973 4,520 4,520

 

   



 

 

当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日) 

                                       （単位：百万円） 

 株主資本 純資産

合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資 

本合計 
資本準 

備金 

その他

資本剰

余金 

資本剰 

余金合 

計 

利益準 

備金 

その他 

利益 

剰余金 

利益剰 

余金合 

計 

繰越利 

益剰余 

金 

当期首残高 2,500 27 19 47 120 1,853 1,973 4,520 4,520

当期変動額         

剰余金の配当   △1,200 △1,200 △1,200 △1,200

配当に伴う利益準備

金積立額 
  120 △120 － － －

当期純利益   2,006 2,006 2,006 2,006

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純

額） 

    

当期変動額合計 － － － － 120 696 806 806 806

当期末残高 2,500 27 19 47 240 2,539 2,779 5,326 5,326



 

 

重要な会計方針 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券  

時価のあるもの 

 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平

均法により算定しております。） 

 時価のないもの 総平均法に基づく原価法 

 

２. 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、

定額法）を採用しております。 

      なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。 

      建物           ８年～18年 

      工具、器具及び備品    ４年～20年 

②  無形固定資産（リース資産を除く） 

ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

 

３. 引当金の計上基準 

貸倒引当金 

金銭債権の貸し倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。 

 

４. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

① 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

② 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

③ 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

会計方針の変更 

企業結合に関する会計基準等の適用 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計

基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。

以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業

年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当事業年度の期首以後実施される企業

結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する

事業年度の財務諸表に反映させる方法に変更しております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離等会計基準

第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適

用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

 



 

会計上の見積りの変更 

耐用年数の変更 

 当社は、取締役会で本社移転に関する決議をいたしました。 

 この本社移転に伴い利用見込みのない建物附属設備等につきまして、移転予定日までの期間

で減価償却が完了するように当事業年度に耐用年数を変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて当事業年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益がそれぞれ62百万円減少しております。 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 
※１．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項

は、次のとおりであります。 
 金融商品取引責任準備金…金融商品取引法第46条
の５ 

 

※１．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項
は、次のとおりであります。 

 金融商品取引責任準備金…金融商品取引法第46条
の５ 

 
※２．有形固定資産の減価償却累計額 
          建 物        28百万円
          工具、器具及び備品  46百万円
  

※２．有形固定資産の減価償却累計額 
          建 物        88百万円

 工具、器具及び備品  71百万円

※３．関係会社に対する資産及び負債 

その他未払金 654百万円

  

※３．関係会社に対する資産及び負債 

その他未払金 966百万円
 

 

（損益計算書関係） 

 
前事業年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

※１．関係会社に対する取引の主なもの 
事務委託費 223百万円

 

※１．関係会社に対する取引の主なもの 
事務委託費 261百万円

  

 

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 50,000 － － 50,000

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
 

（決議） 
株式の種類 

配当金の
総額 

（百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成26年６月25日 
定時株主総会 

普通株式 1,200 利益剰余金 24,000 平成26年３月31日 平成26年６月26日

 

 



 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの     

 
 

（決議） 
株式の種類 

配当金の
総額 

（百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成27年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 1,200 利益剰余金 24,000 平成27年３月31日 平成27年６月25日

 

当事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 50,000 － － 50,000

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額     

 
 

（決議） 
株式の種類 

配当金の
総額 

（百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成27年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 1,200 利益剰余金 24,000 平成27年３月31日 平成27年６月25日

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの     

 
 

（決議） 
株式の種類 

配当金の
総額 

（百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成28年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,000 利益剰余金 40,000 平成28年３月31日 平成28年６月30日

 

（リース取引関係） 

 前事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

   該当事項はありません。 

 当事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

   該当事項はありません。 

 

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については安全性の高い金融商品や預金等の他、ファンド組成等のためのシ

ードマネー等に限定し、資金調達については原則として親会社による株式引受によっております。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である未収投資顧問料及び未収委託者報酬に係る信用リスクは、当社グループが管理

あるいは運用するファンド、一任運用財産自体がリスクの高い取引を限定的にしか行っていない

ポートフォリオ運用であることから、極めて限定的であると判断しております。 

 



 

また、営業債権債務の一部には外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております

が、当該営業債権債務のネットポジションを毎月把握しており、さらに必要と判断した場合には、

先物為替予約等を利用してヘッジする予定にしております。 

有価証券及び投資有価証券は、主にシードマネーとしてのファンド等時価のある有価証券であ

り、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、「自己資金運用規程」に基づき、毎月時価を

把握し、取締役会に報告しております。 

 

 (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

前事業年度（平成27年３月31日） 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(１) 現金・預金 4,478 4,478 －

(２) 預託金 500 500 －

(３) 未収委託者報酬 298 298 －

(４) 未収投資顧問料 534 534 －

(５) 未収収益 31 31 －

資産計 5,843 5,843 －

(１) 未払手数料 53 53 －

(２) その他未払金 1,020 1,020 －

負債計 1,074 1,074 －

 

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資  産 

(１) 現金・預金、（２）預託金、（３）未収委託者報酬、（４）未収投資顧問料及び（５）未収収益 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

 

負  債 

(１) 未払手数料、（２）その他未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

 

 

 

 



 

(注)２．金銭債権の決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 １年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

現金・預金 4,478 － － －

預託金 500 － － －

未収委託者報酬 298 － － －

未収投資顧問料 534 － － －

未収収益 31 － － －

合計 5,843 － － －

 

当事業年度（平成28年３月31日） 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(１) 現金・預金 5,414 5,414 －

(２) 預託金 500 500 －

(３) 未収委託者報酬 393 393 －

(４) 未収投資顧問料 775 775 －

(５) 未収収益 27 27 －

資産計 7,111 7,111 －

(１) 未払手数料 76 76 －

(２) その他未払金 1,692 1,692 －

負債計 1,769 1,769 －

 

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資  産 

(１) 現金・預金、（２）預託金、（３）未収委託者報酬、（４）未収投資顧問料及び（５）未収収益 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

 

負  債 

(１) 未払手数料、（２）その他未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(注)２．金銭債権の決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 １年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

現金・預金 5,414 － － －

預託金 500 － － －

未収委託者報酬 393 － － －

未収投資顧問料 775 － － －

未収収益 27 － － －

合計 7,111 － － －

 

 

（有価証券関係） 

前事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

（退職給付関係） 

前事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

（ストック・オプション等関係） 

前事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 



 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

  
前事業年度 

（平成27年３月31日）
当事業年度 

（平成28年３月31日） 

繰延税金資産   
 繰越欠損金 139百万円 137百万円 
 資産除去債務 11  11 
 未払事業税 31  73 
 未確定債務否認 97  172 
 金融商品取引責任準備金 0  0 
 その他 -  10 

 繰延税金資産小計 280  405 
 評価性引当額  △151  △147 

繰延税金資産合計      128       258 
繰延税金負債      
資産除去債務に対応する資産計上額 9  0 

繰延税金負債合計 9  0 

繰延税金資産の純額 119  258 
 
 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差

異の原因となった主要な項目別の内訳 

  
前事業年度 

（平成27年３月31日）
当事業年度 

（平成28年３月31日） 

法定実効税率 35.6％    法定実効税率と税効 
 （調整）  果会計適用後の法人税 
 税率変更による差異等 0.4  等の負担率との間の 
 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2  差異が法定実効税率の 
 住民税均等割 0.1  100分の５以下である 
 評価性引当金の増減 △3.6  ため注記を省略してお 

  その他 0.1  ります。 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.8   

  

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 15 号）及び「地方税法等の一部

を改正する等の法律」（平成 28 年法律第 13 号）が平成 28 年３月 29 日に国会で成立し、平

成 28 年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりま

した。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

32.30％から平成 28 年４月１日に開始する事業年度及び平成 29 年４月１日に開始する事業年

度に解消が見込まれる一時差異等については 30.86％に、平成 30 年４月１日に開始する事業

年度以降に解消が見込まれる一時差異等については、30.62％となります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は 12 百

万円減少し、法人税等調整額が同額増加しております。 

 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

 



 

（資産除去債務関係） 

前事業年度末（平成27年３月31日） 

重要性がないため、記載を省略しております。 

当事業年度末（平成28年３月31日） 

重要性がないため、記載を省略しております。 

 

（賃貸等不動産関係） 

前事業年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

 前事業年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日） 

当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

当事業年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日） 

当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

【関連情報】 

前事業年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日） 

１  サービスごとの情報 

投信投資顧問業及び関連サービスに関する外部顧客への営業収益が、損益計算書の営業収益の90％

を超えるため、記載を省略しております。 

 

２  地域ごとの情報 

(1) 営業収益 

（単位：百万円） 

日本 欧州 バミューダ アジア その他 合計 

1,940 1,170 842 344 32 4,330 

(注) 営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として分類しておりま

す。 

 

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

 

 

 

 



 

３  主要な顧客ごとの情報 

（単位：百万円） 

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名 

SPARX Overseas Ltd. 842 投信投資顧問業 

A社（注） 658 投信投資顧問業 

（注）A社との間で守秘義務契約を負っているため、社名の公表は控えております。 

 

当事業年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日） 

１  サービスごとの情報 

投信投資顧問業及び関連サービスに関する外部顧客への営業収益が、損益計算書の営業収益の90％

を超えるため、記載を省略しております。 

 

２  地域ごとの情報 

(1) 営業収益 

（単位：百万円） 

日本 欧州 バミューダ アジア その他 合計 

3,627 1,717 528 303 79 6,257 

(注) 営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として分類しております。 

 

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

 

３  主要な顧客ごとの情報 

（単位：百万円） 

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名 

A社（注） 740 投信投資顧問業 

（注）A社との間で守秘義務契約を負っているため、社名の公表は控えております。 

    

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前事業年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前事業年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 



 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前事業年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 

【関連当事者情報】 

前事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

１ 関連当事者との取引 

（１）財務諸表提出会社の親会社 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）市場価格を勘案し一般的な取引条件と同様に決定しております。 

（注２）上記の表における期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めておりま

せん。 

 

（２）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金又 

は出資金 

(千米 

 ドル) 

事業の内容

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係 
取引の内容

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

同一の
親会社
をもつ
会社 

SPARX  

Overseas 

Ltd. 

バミュ
ーダ諸
島 

1,562 
千米ドル 

資産運用業 なし 

海外籍ファン
ドの運用・ 

管理業 

運用報酬等
の受取 

（注１） 
804 

未収投資 

顧問料 
86

販売会社 
手数料の受
取（注１） 

33 未収収益 7

SPARX Asia  

Capital Mana

gement 

Limited 

ケイマ
ン諸島 

25,001 
千米ドル 

資産運用業 なし 
海外籍ファン
ドの運用・ 

管理業 

運用報酬等
の受取 

（注１） 
4 
未収投資 

顧問料 
－

スパークス・

アセット・ト

ラスト＆マネ

ジメント株式

会社 

東京都 
品川区 

100 
百万円 

資産運用業 なし 

業務の委託 

業務委託報
酬の支払 
（注１） 
（注２） 

24 未払金 23

本社事務所の
賃貸 

賃貸料の受
取（注１） 
 （注２） 

5 未収入金 1

 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金又 

は出資金 

(百万円) 

事業の内容

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

親会社 

スパーク

ス・グル

ープ株式

会社 

東京都
品川区 

8,517 
純粋持株

会社 

（被所有） 

直接100 

グ ル ー プ

管理会社 

業務委託

（注１）

（注２）

223 未払金 83

運用報酬

等の受取

（注１）

（注２）

132 
未収投資 

顧問料 
24

配当金の

支払 
1,200 － －

連結納税

による個

別帰属額

568 未払金 569



 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）市場価格を勘案し一般的な取引条件と同様に決定しております。 

（注２）上記の表における期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めておりま

せん。 

 

２ 親会社に関する注記 

 親会社情報 

  スパークス・グループ株式会社（株式会社東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）に上場） 

 

当事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

１ 関連当事者との取引 

（１）財務諸表提出会社の親会社 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）市場価格を勘案し一般的な取引条件と同様に決定しております。 

（注２）上記の表における期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めておりま

せん。 

 

（２）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金又 

は出資金 
事業の内容

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係 
取引の内容

取引金額 

(百万円) 

（注２） 

科目 

期末残高

(百万円)

（注２）

同一の
親会社
をもつ
会社 

スパーク
ス・グリー
ンエナジー
＆テクノロ
ジー株式会
社 

東京都 
品川区 

25百万円 

再生可能エ
ネルギーに
おける発電
事業及びそ
のコンサル
ティング 

なし 
本社事務所の
賃貸 

賃貸料の受
取（注１） 
（注２） 

7 未収入金 2

スパークス・

アセット・ト

ラスト＆マネ

ジメント株式

会社 

東京都 
品川区 

100百万円 資産運用業 なし 

業務の委託 
業務委託報
酬の支払 

（注１） 
37 未払金 30

本社事務所の
賃貸 

賃貸料の受
取（注１） 

8 未収入金 2

SPARX  

Overseas 

バミュ
ーダ諸
島 

1,562 
千米ドル 

資産運用業 なし 
海外籍ファン
ドの運用・ 

管理業 

運用報酬等
の受取 

（注１） 
500 

未収投資 

顧問料 
94

種類 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金又 

は出資金 

(百万円) 

事業の内容

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

親会社 

スパーク

ス・グル

ープ株式

会社 

東京都
品川区 

8,575 
純粋持株

会社 

（被所有） 

直接100 

グ ル ー プ

管理会社 

業務委託

（注１）

（注２）

261 未払金 77

運用報酬

等の受取

（注１）

（注２）

447 
未収投資 

顧問料 
181

配当金の

支払 
1,200 － －

連結納税

による個

別帰属額

759 未払金 759



 

Ltd. 

業務の委託 
業務委託報
酬の受取 

（注１） 
4 未収入金 1

販売会社 
手数料の受
取（注１） 

24 未収収益 4

SPARX Asset 

Management  

Korea Co.,  

Ltd. 

韓国 
ソウル 

4,230百万 
韓国ウォン 

資産運用業 なし 
海外籍ファン
ドの運用・ 

管理業 

運用報酬等
の受取 

（注１） 
17 

未収投資 

顧問料 
7

SPARX Asia  

Investment 

Advisors 

Limited 

中国 
香港 
特別 
行政区 

3,100千 
香港ドル 

資産運用業 なし 

運用の委託 
運用助言報
酬の支払 

（注１） 
3 未払金 1

業務の委託 
業務委託報
酬の支払 

（注１） 
48 未払金 22

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）市場価格を勘案し一般的な取引条件と同様に決定しております。 

（注２）上記の表における期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めておりま

せん。 

 

２ 親会社に関する注記 

 親会社情報 

  スパークス・グループ株式会社（株式会社東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）に上場） 

 

（１株当たり情報） 

前事業年度 当事業年度 

(自 平成 26 年４月１日 (自 平成 27 年４月１日 

 至 平成 27 年３月 31 日)  至 平成 28 年３月 31 日) 

１株当たり純資産額 90,408 円 31 銭 １株当たり純資産額 106,534 円 78 銭

１株当たり当期純利益金額 29,699 円 13 銭 １株当たり当期純利益金額 40,126 円 46 銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 

 

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前事業年度末 

(平成27年３月31日) 
当事業年度末 

(平成28年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） 4,520 5,326

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － －

普通株式に係る期末純資産額（百万円） 4,520 5,326

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株） 

50,000 50,000

 

 

 

 

 

 



 

（注）２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

(自 平成26年４月１日
 至 平成27年３月31日)

当事業年度 
(自 平成27年４月１日
 至 平成28年３月31日)

当期純利益（百万円） 1,484 2,006

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,484 2,006

普通株式の期中平均株式数（株） 50,000 50,000

 

（重要な後発事象） 

当事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

    該当事項はありません。 



 

独立監査人の中間監査報告書 

平成２８年１１月３０日 

スパークス・アセット・マネジメント株式会社 

 取 締 役 会  御 中 

 

業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員

 公認会計士  森 重  俊 寛
 

業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員

 公認会計士  伊 藤  雅 人
 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「委託会社等の経理状況」に掲げられているスパークス・アセット・マネジメント株式会社の
平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第１１期事業年度の中間会計期間（平成
２８年４月１日から平成２８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対
照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記につい
て中間監査を行った。 
 
中間財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠
して中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務
諸表に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に
中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ
うな重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策
定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。 
 中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度
監査と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。
中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、
中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含
め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。 
 
中間監査意見 
 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務
諸表の作成基準に準拠して、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成２８年９月
３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成２８年４月１日から平成
２８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。 

以  上 
 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお
ります。 



 

１．中間財務諸表 

(1) 中間貸借対照表 

 (単位：百万円)

 
当中間会計期間 

(平成28年９月30日) 

（資産の部） 

 流動資産 

  現金・預金 2,629

  預託金 200

  未収委託者報酬 378

  未収投資顧問料 855

  前払費用 102

  未収入金 13

  未収収益 25

  繰延税金資産 60

    その他 ※３ 14

  流動資産合計 4,280

 固定資産 

  有形固定資産 ※２ 394

  無形固定資産 3

  投資その他の資産 

   差入保証金 123

   長期前払費用 2

   投資その他の資産合計 126

  固定資産合計 524

 資産合計 4,804

（負債の部） 

 流動負債 

  未払手数料 70

  その他未払金 446

  未払法人税等 70

  預り金 80

  賞与引当金 141

  その他 5

  流動負債合計 816

 固定負債 

  その他 21

  固定負債合計 21

 特別法上の準備金 

  金融商品取引責任準備金 ※１ 0

  特別法上の準備金合計 0

 負債合計 838

（純資産の部） 

 株主資本 

  資本金 2,500

  資本剰余金 

   資本準備金 27

   その他資本剰余金 19

   資本剰余金合計 47

  利益剰余金 

      利益準備金 440



 

 (単位：百万円)

 
当中間会計期間 

(平成28年９月30日) 

   その他利益剰余金 

    繰越利益剰余金 978

   利益剰余金合計 1,418

  株主資本合計 3,966

 純資産合計 3,966

 負債純資産合計 4,804

 



 

(2) 中間損益計算書 

 (単位：百万円)

 

当中間会計期間 

(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

営業収益 

 委託者報酬 1,358

 投資顧問料収入 1,662

 受入手数料 44

 その他営業収益 2

 営業収益計 3,067

営業費用及び一般管理費 ※１ 1,971

営業利益 1,095

営業外収益 ※２ 16

営業外費用 ※３ 86

経常利益 1,026

税引前中間純利益 1,026

法人税、住民税及び事業税 189

法人税等調整額 197

中間純利益 639

 

 



 

 

(3) 中間株主資本等変動計算書 

                                       （単位：百万円） 

 株主資本 純資産 

合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資 

本合計 
資本準 

備金 

その他 

資本剰 

余金 

資本剰

余金合

計 

利益準

備金 

その他

利益 

剰余金

利益剰 

余金合 

計 

繰越利 

益剰余 

金 

当期首残高 2,500 27 19 47 240 2,539 2,779 5,326 5,326

当中間期変動額         

剰余金の配当 － － － － － △2,000 △2,000 △2,000 △2,000

配当に伴う利益準備

金積立額 
－ － － － 200 △200 － － －

中間純利益 － － － － － 639 639 639 639

株主資本以外の項目 

の当中間期変動額

（純額） 

－ － － － － － － － －

当中間期変動額合計 － － － － 200 △1,560 △1,360 △1,360 △1,360

当中間期末残高 2,500 27 19 47 440 978 1,418 3,966 3,966

 

 

 



 

 

【重要な会計方針】 

１．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法によってお

ります。 

主な耐用年数は、以下の通りであります。 

建  物        ５年 

器具備品     ４年～10年 

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

ソフトウェア（自社利用）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

２．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

金銭債権の貸し倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込み額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給

見込額のうち当中間会計期間に負担すべき金額を計上し

ております。 

３．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 

４．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 (2) 連結納税制度 

   連結納税制度を適用しております。 

 

【会計方針の変更】 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当中間会計期間に適用し、平成28年４月１日以

後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

この結果、当中間会計期間の営業利益、経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ15百万円増加

しております。 

 

【追加情報】 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月

28日）を当中間会計期間から適用しております。 

 

 

 

 



 

 

【注記事項】 

（中間貸借対照表関係） 

 
当中間会計期間 

(平成28年９月30日) 

※１ 特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項

は、次のとおりであります。 

 金融商品取引責任準備金…金融商品取引法第46条

の５ 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額       88百万円

※３ 消費税等の取り扱い 

 仮払消費税等と仮受消費税等は、相殺のうえ、

流動資産その他に表示しております。 

 

（中間損益計算書関係） 

 
当中間会計期間 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

※１ 減価償却実施額 

   有形固定資産      31百万円 

   無形固定資産      0百万円 

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

   受取賃貸料       12百万円 

※３ 営業外費用のうち主要なもの 

   為替差損        75百万円 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

株式の種類 

当事業年度 

期首株式数 

（株） 

当中間会計期間

増加株式数 

（株） 

当中間会計期間

減少株式数 

（株） 

当中間会計期間

末株式数 

（株） 

普通株式 50,000 － － 50,000

合計 50,000 － － 50,000

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

(１) 配当金支払額 

 
 

（決議） 
株式の種類 

配当金の
総額 

（百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成28年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,000 利益剰余金 40,000 平成28年３月31日 平成28年６月30日

 

 



 

 

(２) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となる

もの 

該当事項はありません。 

 

（リース取引関係） 

 当中間会計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

重要性がないため、記載を省略しております。 

 

（金融商品関係） 

 当中間会計期間（平成28年９月30日） 
１．金融商品の時価等に関する事項 

平成28年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。 

 

中間貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

（１）現金・預金  2,629 2,629 － 

（２）預託金 200 200 － 

（３）未収委託者報酬 378 378 － 

（４）未収投資顧問料 855 855 － 

（５）未収収益 25 25 － 

資産計 4,089 4,089 － 

（１）未払手数料 70 70 － 

（２）その他未払金 446 446 － 

（３）預り金 80 80 － 

負債計 597 597 － 

 

（注）１. 金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（１）現金・預金、（２）預託金、（３）未収委託者報酬、（４）未収投資顧問料及び（５）
未収収益 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。 
 

負 債 
（１）未払手数料、（２）その他未払金及び（３）預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。 

 

（有価証券関係） 

当中間会計期間（平成28年９月30日） 

該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

当中間会計期間（平成28年９月30日） 

該当事項はありません。 

 



 

 

（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

該当事項はありません。 

 

（資産除去債務関係） 

当中間会計期間末（平成28年９月30日） 

重要性がないため、記載を省略しております。 

 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

 当中間会計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

 当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

【関連情報】 

 当中間会計期間（自  平成28年４月１日  至  平成28年９月30日） 

 １．サービスごとの情報 

   投信投資顧問業及び関連サービスに関する外部顧客への営業収益が、中間損益計算書の営業収益

の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 ２．地域ごとの情報 

  (1) 営業収益 

（単位：百万円） 

日本 欧州 バミューダ その他 合計 

2,025 788 204 48 3,067

（注）営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として国又は地域に分類し

ております。 

  (2) 有形固定資産 

   本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。 

 ３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：百万円） 

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名 

A社（注） 326 投信投資顧問業 

（注）A社との間で守秘義務契約を負っているため、社名の公表は控えております。 

 

（企業結合等関係） 

当中間会計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

該当事項はありません。 

 



 

 

（１株当たり情報） 

１株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当中間会計期間 

(平成28年９月30日) 
 

１株当たり純資産額 79,324円18銭

（算定上の基礎） 

純資産の部の合計額（百万円） 3,966

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） －

普通株式に係る中間期末純資産額（百万円） 3,966

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末
の普通株式の数（株） 

50,000

 

１株あたり中間純利益金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
当中間会計期間 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

 

１株当たり中間純利益金額 12,789円41銭

（算定上の基礎） 

中間純利益（百万円） 639

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る中間純利益（百万円） 639

普通株式の期中平均株式数（株） 50,000

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 

（重要な後発事象） 

当中間会計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

該当事項はありません。 
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